




長野県における治療と仕事の両立支援に関する調査の概要 

令和２年６月 

１ 調査の目的 

長野県内の企業における病気の治療と仕事の両立支援の実態を把握し、長野県両立支援推進 

チーム（構成員：長野労働局、長野県医師会、長野県、関係労使団体、長野産業保健総合支援

センター等）における今後の施策を検討する際の参考とする。

２ 調査対象 

常用労働者５０人以上を雇用する県内企業、１，３４３社（無作為抽出） 

３ 調査方法 

配布は郵送、回収は郵送・ファックス・メール添付・WEB 

４ 実施期日 

令和元年 10月 1 日現在（回答期日：令和元年 10 月 1日から 11 月 29 日） 

５ 回答数及び回答率 

回答企業数５４１社【回答率４０．３％】 

【留意事項】調査対象企業は常用労働者数５０人以上企業としたが、調査時点で５０人未満と

なっている企業からの回答も集計対象としている。 

６ 調査事項 

１） 安全衛生担当者の選任状況

２） 労働者が健康問題に関して相談する先

３） 休暇･勤務制度の設定状況

４） がん等罹患労働者の在籍状況

５） 治療と仕事の両立支援の言葉の認知状況

６） 治療と仕事の両立支援の取組み状況

７） 治療と仕事の両立支援のメリット

８） 治療と仕事の両立支援の取組み上の問題

９） 治療と仕事の両立支援サポート機関の認知状況

７ 主な用語の説明 

１） 常用労働者…期間を定めず雇用されている者又は 1 ヶ月以上の期間を定めて雇われている者のいず

れかに該当する者。(労働者派遣事業を行う事業場から派遣されている者を除く） 

２） 産業医…常時 50 人以上の労働者を使用する事業場において選任された医師。

３） 総括安全衛生管理者…業種別に一定規模の事業場において、衛生管理者の指導や労働者の危険・健

康障害防止措置に関すること等の総括管理をするために事業者から選任された者。 

４） 衛生管理者…常時 50 人以上の労働者を使用する事業場で、労働衛生に関する技術的事項を管理する

ために事業者に選任された者。

５） 衛生推進者…常時 10 人以上 50 人未満の労働者を使用する事業場で、労働衛生に関する技術的事項

を担当するために事業者に選任された者。 

６） 健康管理を担う専門職…医師、保健師、看護師等の専門的資格を有する者。

７） 時間単位の年次有給休暇…労働基準法に基づく有給休暇で、労使協定締結により 1 時間単位で与え

ることができる休暇(年間 5 日分まで)。 
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８） 傷病休暇･病気休暇…事業者が自主的に設ける法定外休暇。入院治療や通院のために有給休暇とは別

に付与するもので、取得条件や賃金の支払いの有無等は事業場毎に決定される。

９） 時差出勤…事業者が自主的に設ける勤務制度。始業又は終業時刻を変更し、身体負担の通勤時間帯

を避けて通勤する等の制度。 

10） 短時間勤務…事業者が自主的に設ける勤務制度。療養中･療養後の負担軽減のために所定労働時間を

短縮する制度。(育児･介護休業制度の短時間勤務制度とは区別したもの)

11） 在宅勤務…事業者が自主的に設ける勤務制度。パソコン等の情報通信機器を活用し、在宅で勤務す

る等の働き方をするもの。 

12） 試し出勤…事業者が自主的に設ける勤務制度。リハビリ出勤とも言われ、休職していた労働者に対

し、勤務時間や勤務日数を短縮して試し出勤を行うもの。 

13） 休職…事業者が自主的に設ける制度。療養のために中長期にわたり休職をさせること。休職中の賃

金の支払いの有無等は事業場毎に決定される。 

14） 基本方針等の表明及び労働者への周知…企業として、治療と仕事の両立支援に当たっての基本方針

や対応方法等のルールを作成し、労働者に周知すること。 

15) 労使への意識啓発活動…当事者やその同僚となり得る全ての従業員に、研修等により両立支援につい

ての意識啓発を行うこと。

16） 担当者、相談窓口の体制整備…両立支援は労働者からの申出により始まるため、労働者が安心して

相談･申出が行えるよう、相談窓口・担当者、相談時の取扱い等を明確にすること。 

17） 両立支援プラン…治療をしながら仕事をする場合に、仕事をすることにより病状が増悪することの

ないよう、具体的な配慮や支援内容、取組みスケジュール等をまとめた計画。 

18） 職場復帰プラン…労働者が療養(休職)から復帰する際に、業務によって疾病が増悪することのない

よう、具体的な配慮や支援内容、取組みスケジュール等をまとめた計画。 

19） 治療と仕事の両立支援をサポートする機関

① 産業保健総合支援センター：患者(労働者)とその家族、事業者、医療関係者などから、両立支援

を進めるに当たっての相談を受けている。 

② ハローワーク：がん患者等の長期療養者からの求職に係る相談を受け、就労支援を行っている。

③ 障害者職業センター：障害のある方からの求職に係る相談を受け、就労支援を行っている。

④ 出張相談窓口：産業保健総合支援センターの出張相談窓口で、県内 6病院に設置している。
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調査結果 
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Ⅰ 事業場に関する事項について 

１ 回答企業の属性 

 回答のあった企業は５４１社であり、内訳は、図１－１、図１－２及び表１のとおりである。 

 規模別にみると、100 人以上 300 人未満企業が 211 件 39.0％と最も多く、次いで 50 人以上

100 人未満企業が 202 件 37.3％となっている。また、業種別にみると、製造業が 216 件 39.9％

と最も多く、次いで医療、福祉が 82 件 15.2％、卸売業・小売業が 63 件 11.6％となっている。 

図１－１ 回答企業の規模別割合 

図１－２ 回答企業の業種別割合 
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２ 安全衛生担当者の選任状況 

安全衛生担当者の選任状況をまとめたものが図２及び表２である。それによると「医師(産業

医を含む)」を選任している企業は 397 件 73.4％、「保健師」46 件 8.5％、「看護師」36件 6.7％

「総括安全衛生管理者」170 件 31.4％となっており、「衛生管理者又は衛生推進者」を選任して

いる企業は 468 件 86.5％となっている。なお、「いずれも選任していない」とする企業は 29 件

5.4％で、常用労働者が少ない企業に多くなっている。 

企業独自で設置する保健師、看護師の割合は少ないが、概ね常用労働者数が多い企業ほど選

任している傾向にある。 
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5.4％で、常用労働者が少ない企業に多くなっている。 

企業独自で設置する保健師、看護師の割合は少ないが、概ね常用労働者数が多い企業ほど選

任している傾向にある。 
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36

170

468

29

1

0 100 200 300 400 500

医師(産業医含む)

保健師

看護師

総括安全衛生管理者

衛生管理者又は衛生推進者

いずれも選任していない

無回答

図２ 安全衛生担当者の選任状況 （単位：件） 

表２ 安全衛生担当者の選任状況 （１～５は複数回答)

1 2 3 4 5 6 7

医師(産業医

含む)
保健師 看護師

総括安全衛生

管理者

衛生管理者

又は

衛生推進者

いずれも選任

していない
無回答

73.4% 8.5% 6.7% 31.4% 86.5% 5.4% 0.2%

1,000人以上 90.9% 45.5% 45.5% 54.5% 90.9% 0.0% 0.0%

500 ～ 999人 96.6% 31.0% 13.8% 58.6% 93.1% 0.0% 0.0%

300～499人 82.5% 12.5% 5.0% 42.5% 97.5% 0.0% 0.0%

100～299人 77.7% 8.1% 6.6% 37.4% 88.2% 3.3% 0.0%

50～99人 72.3% 4.0% 5.0% 23.3% 84.2% 7.4% 0.5%

50人未満 33.3% 4.2% 2.1% 8.3% 75.0% 14.6% 0.0%

製造業 89.4% 7.9% 2.3% 43.1% 94.4% 0.5% 0.0%

鉱業、採石業、砂利採取業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

建設業 62.5% 5.0% 0.0% 42.5% 90.0% 7.5% 0.0%

電気・ガス・水道業 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

情報通信業 64.7% 5.9% 0.0% 17.6% 88.2% 5.9% 0.0%

運輸業・郵便業 69.0% 6.9% 0.0% 48.3% 93.1% 0.0% 0.0%

卸売業・小売業 50.8% 6.3% 1.6% 14.3% 71.4% 15.9% 1.6%

金融業・保険業 66.7% 22.2% 11.1% 22.2% 88.9% 11.1% 0.0%

不動産業・物品賃貸業 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 83.3% 0.0% 0.0% 50.0% 66.7% 16.7% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 45.5% 0.0% 0.0% 9.1% 81.8% 18.2% 0.0%

生活関連サービス業、娯楽業 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 83.3% 16.7% 0.0%

教育、学習支援業 69.2% 30.8% 15.4% 15.4% 100.0% 0.0% 0.0%

医療、福祉 69.5% 14.6% 31.7% 13.4% 75.6% 6.1% 0.0%

その他サービス業 56.0% 0.0% 4.0% 28.0% 76.0% 16.0% 0.0%

上記以外の業種 70.6% 11.8% 0.0% 47.1% 94.1% 0.0% 0.0%

全体

常用労働者数

業種

※構成比は、回答企業(541 社)に対する割合のため、合計は 100％とならない。（以下、表 3、表４について同じ。）
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３ 労働者が健康問題に関して相談する先 

労働者が健康問題に関して相談する先として周知している部署をまとめたものが図３及び

表３である。それによると、企業が設定している相談先として最も多いのは、「人事・労務･総

務担当」であり 444 件 82.1％と飛び抜けて多い。次いで「直属の上司」278 件 51.4％、「代表･

役員」91 件 16.8％、「健康管理担当（専門職）」87 件 16.1％、「健康管理担当（専門職以外）」

50 件 9.2％となっている。 

「代表･役員」が相談先となっている企業割合は常用労働者数が少なくなるほど多く、「健康

管理担当(専門職)」が相談先となっている企業割合は概ね労働者数が多くなるほど多くなる傾

向がある。「人事･労務･総務担当」が相談先となっている企業においては常用労働者が 50人以

上 500 人未満企業においては 80％を超えている。 

91

444

278

87

50

19

33

1
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代表、役員

人事・労務・総務担当

直属の上司

健康管理担当（専門職）

健康管理担当（専門職以外）

その他

特に決めていない

無回答

図３ 労働者が健康問題に関して相談する先 （単位：件） 
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特に決めていない

無回答

図３労働者が健康問題に関して相談する先 （単位：件）
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３ 労働者が健康問題に関して相談する先 
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向がある。「人事･労務･総務担当」が相談先となっている企業においては常用労働者が 50人以

上 500 人未満企業においては 80％を超えている。 
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人事・労務・総務担当
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図３ 労働者が健康問題に関して相談する先 （単位：件） 

表３ 労働者が健康問題に関して相談する先 (１～６は複数回答)

1 2 3 4 5 6 7 8

代表、役員
人事・労務・総務

担当
直属の上司

健康管理担当

(専門職)

健康管理担当

（専門職以外）
その他

特に決めていな

い
無回答

16.8% 82.1% 51.4% 16.1% 9.2% 3.5% 6.1% 0.2%

1,000人以上 0.0% 54.5% 27.3% 45.5% 18.2% 0.0% 18.2% 9.1%

500 ～ 999人 3.4% 79.3% 51.7% 41.4% 6.9% 10.3% 0.0% 0.0%

300～499人 7.5% 87.5% 60.0% 32.5% 7.5% 10.0% 7.5% 0.0%

100～299人 10.0% 84.8% 54.0% 11.4% 10.4% 2.4% 7.1% 0.0%

50～99人 23.8% 80.7% 50.0% 13.4% 8.9% 3.0% 5.0% 0.0%

50人未満 37.5% 79.2% 43.8% 12.5% 6.3% 2.1% 6.3% 0.0%

製造業 13.9% 88.4% 56.0% 14.4% 11.1% 3.2% 5.1% 0.5%

鉱業、採石業、砂利採取業 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

建設業 20.0% 77.5% 47.5% 7.5% 12.5% 5.0% 7.5% 0.0%

電気・ガス・水道業 33.3% 100.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

情報通信業 11.8% 88.2% 35.3% 5.9% 5.9% 0.0% 5.9% 0.0%

運輸業・郵便業 20.7% 69.0% 48.3% 3.4% 3.4% 3.4% 10.3% 0.0%

卸売業・小売業 22.2% 82.5% 42.9% 9.5% 6.3% 3.2% 7.9% 0.0%

金融業・保険業 11.1% 88.9% 66.7% 22.2% 11.1% 0.0% 0.0% 0.0%

不動産業・物品賃貸業 33.3% 66.7% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 33.3% 100.0% 50.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 9.1% 81.8% 27.3% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 0.0%

生活関連サービス業、娯楽業 0.0% 83.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0%

教育、学習支援業 7.7% 53.8% 46.2% 69.2% 0.0% 7.7% 7.7% 0.0%

医療、福祉 19.5% 72.0% 61.0% 31.7% 8.5% 4.9% 7.3% 0.0%

その他サービス業 24.0% 80.0% 40.0% 20.0% 8.0% 0.0% 0.0% 0.0%

上記以外の業種 11.8% 88.2% 41.2% 17.6% 23.5% 11.8% 0.0% 0.0%

全体

常用労働者数

業種
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健康管理担当（専門職）

健康管理担当（専門職以外）

その他

特に決めていない

無回答

図３労働者が健康問題に関して相談する先 （単位：件）
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４ 休暇・勤務制度の設定状況 

休暇･勤務制度の設定状況についてまとめたものが図４及び表４である。「休職」制度は 430

件 79.5％において設定しており、「傷病休暇･病気休暇」324 件 59.9％、「短時間勤務」252 件

46.6％、「時間単位の年次有給休暇」242 件 44.7％、「時差出勤」149 件 27.5％、「試し出勤」87

件 16.1％等となっている。 

「休職」制度は常用労働者数が多くなるほど設定割合が概ね高い傾向にあり、常用労働者数

が少ない企業においても 70％を超えている。 

 「傷病休暇･病気休暇」は、100 人以上企業で 60％を超えて制度化がされており、「短時間勤

務」については、300 人以上 500 人未満企業の 60％が最高となっている。 

「時間単位の年次有給休暇」は、常用労働者数での差違はさほどではない(上下差 10 ポイン

ト)が、業種間のばらつきが見られ、比較的調査対象企業数の多い①製造業②建設業③卸売業・

小売業④医療・福祉業の４業種で比較したところ、医療・福祉業においては 67.1％が制度化し

ているものの、卸･小売業では 25.4％となっており、その差は 41.7 ポイントとなっている。 

 なお、「試し出勤」においては、常用労働者数で顕著な差違が認められ、1,000 人以上企業で

は 63.6％において制度化しているが、50 人以上 100 人未満企業では 6.4％とその差は 57.2 ポ

イントとなっている。
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16

22

3
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時間単位の年次有給休暇

傷病休暇・病気休暇

時差出勤

短時間勤務

在宅勤務

試し出勤

休職

その他

特に制度は設けていない

無回答

図４ 休暇・勤務制度の設定状況 （単位：件） 

４ 休暇・勤務制度の設定状況 

休暇･勤務制度の設定状況についてまとめたものが図４及び表４である。「休職」制度は 430

件 79.5％において設定しており、「傷病休暇･病気休暇」324 件 59.9％、「短時間勤務」252 件

46.6％、「時間単位の年次有給休暇」242件 44.7％、「時差出勤」149件 27.5％、「試し出勤」87

件 16.1％等となっている。 

「休職」制度は常用労働者数が多くなるほど設定割合が概ね高い傾向にあり、常用労働者数

が少ない企業においても 70％を超えている。 

 「傷病休暇･病気休暇」は、100人以上企業で 60％を超えて制度化がされており、「短時間勤

務」については、300人以上 500人未満企業の 60％が最高となっている。 

「時間単位の年次有給休暇」は、常用労働者数での差違はさほどではない(上下差 10 ポイン

ト)が、業種間のばらつきが見られ、比較的調査対象企業数の多い①製造業②建設業③卸・小売

業④医療・福祉業の４業種で比較したところ、医療・福祉業においては 67.1％が制度化してい

るものの、卸･小売業では 25.4％となっており、その差は 41.7 ポイントとなっている。 

 なお、「試し出勤」においては、常用労働者数で顕著な差違が認められ、1,000 人以上企業で

は 63.6％において制度化しているが、50 人以上企業 100 人未満では 6.4％とその差は 57.2 ポ

イントとなっている。
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図４休暇・勤務制度の設定状況 （単位：件）
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４ 休暇・勤務制度の設定状況 
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図４ 休暇・勤務制度の設定状況 （単位：件） 

表４ 休暇・勤務制度の設定状況 （１～８は複数回答)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

時間単位

の年次有

給休暇

傷病休

暇・病気

休暇

時差出勤
短時間勤

務
在宅勤務 試し出勤 休職 その他

特に制度

は設けて

いない

無回答

44.7% 59.9% 27.5% 46.6% 3.9% 16.1% 79.5% 3.0% 4.1% 0.6%

1,000人以上 45.5% 81.8% 27.3% 27.3% 0.0% 63.6% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

500 ～ 999人 51.7% 69.0% 31.0% 51.7% 13.8% 41.4% 96.6% 0.0% 3.4% 0.0%

300～499人 47.5% 72.5% 45.0% 60.0% 5.0% 42.5% 92.5% 2.5% 5.0% 0.0%

100～299人 46.0% 62.6% 28.9% 52.1% 2.8% 17.5% 81.0% 4.7% 2.8% 0.5%

50～99人 42.6% 53.5% 21.8% 41.1% 4.0% 6.4% 71.8% 2.0% 5.9% 0.5%

50人未満 41.7% 54.2% 29.2% 35.4% 2.1% 2.1% 79.2% 2.1% 2.1% 2.1%

製造業 42.6% 56.5% 31.9% 50.0% 3.2% 19.9% 76.4% 3.2% 4.2% 0.5%

鉱業、採石業、砂利採取業 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

建設業 50.0% 47.5% 17.5% 42.5% 7.5% 12.5% 85.0% 7.5% 7.5% 0.0%

電気・ガス・水道業 33.3% 66.7% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0%

情報通信業 23.5% 58.8% 47.1% 52.9% 23.5% 23.5% 88.2% 0.0% 0.0% 0.0%

運輸業・郵便業 27.6% 69.0% 34.5% 24.1% 0.0% 6.9% 82.8% 0.0% 3.4% 0.0%

卸売業・小売業 25.4% 47.6% 20.6% 46.0% 6.3% 14.3% 76.2% 1.6% 3.2% 0.0%

金融業・保険業 55.6% 77.8% 44.4% 33.3% 0.0% 44.4% 88.9% 0.0% 0.0% 0.0%

不動産業・物品賃貸業 66.7% 100.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 33.3% 66.7% 16.7% 66.7% 33.3% 33.3% 83.3% 0.0% 0.0% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 27.3% 45.5% 18.2% 45.5% 0.0% 0.0% 72.7% 0.0% 0.0% 0.0%

生活関連サービス業、娯楽業 16.7% 33.3% 50.0% 66.7% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 16.7% 0.0%

教育、学習支援業 92.3% 76.9% 53.8% 38.5% 7.7% 15.4% 84.6% 0.0% 7.7% 0.0%

医療、福祉 67.1% 74.4% 18.3% 52.4% 0.0% 15.9% 82.9% 3.7% 2.4% 2.4%

その他サービス業 40.0% 60.0% 16.0% 36.0% 0.0% 8.0% 80.0% 0.0% 12.0% 0.0%

上記以外の業種 64.7% 76.5% 11.8% 41.2% 0.0% 5.9% 88.2% 11.8% 0.0% 0.0%

全体

常用労働者数

業種
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５ がん等罹患労働者の在籍状況 

 がん等の反復･継続して治療が必要な疾病に罹患している労働者について、平成 28 年以降令

和元年 10月 1 日時点までの在籍状況をまとめたものが図５及び表５である。それによると「現

在在籍あり」とする企業は 232 件 42.9％で、「過去在籍あり」は 95 件 17.6％となっており、

「過去在籍なし」は 184 件 34.0％となっている。 

がん等疾患労働者の在籍割合については、約 43％の企業においてがん等罹患労働者が現在在

籍しており、過去在籍を含めると約 60％が在籍している(いた)という状況となっている。 
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把握していない

無回答

図５ がん等罹患労働者の在籍状況 （単位：件）
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表５ がん等罹患労働者の在籍状況 (単一回答) 

（注）調査票の設問は、１現在在籍あり、２過去在籍あり(罹患後一定期間勤務)、３過去在籍あり（罹患後すぐに離職)の
区分としたが、集計において「１現在在籍あり」と「２・３過去在籍あり」の重複があったものについては「１現在
在籍あり」で集計した。 

また、「過去在籍あり」の、「２同（一定期間勤務)」、「３同（すぐに離職）」で重複のあったものについては「2・3
過去在籍あり」1 件として集計した。 

1 2・3 4 5 6

現在在籍あり 過去在籍あり 過去在籍なし 把握していない 無回答

42.9% 17.6% 34.0% 4.4% 1.1%

1,000人以上 54.5% 18.2% 9.1% 9.1% 9.1%

500 ～ 999人 69.0% 17.2% 10.3% 3.4% 0.0%

300～499人 67.5% 20.0% 12.5% 0.0% 0.0%

100～299人 46.4% 19.4% 27.0% 6.2% 0.9%

50～99人 35.1% 16.3% 43.6% 3.5% 1.5%

50人未満 20.8% 12.5% 62.5% 4.2% 0.0%

製造業 45.8% 14.8% 34.7% 3.7% 0.9%

鉱業、採石業、砂利採取業 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

建設業 37.5% 17.5% 45.0% 0.0% 0.0%

電気・ガス・水道業 0.0% 33.3% 66.7% 0.0% 0.0%

情報通信業 29.4% 0.0% 64.7% 5.9% 0.0%

運輸業・郵便業 37.9% 31.0% 31.0% 0.0% 0.0%

卸売業・小売業 39.7% 15.9% 36.5% 6.3% 1.6%

金融業・保険業 44.4% 33.3% 11.1% 11.1% 0.0%

不動産業・物品賃貸業 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 33.3% 16.7% 50.0% 0.0% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 18.2% 27.3% 36.4% 9.1% 9.1%

生活関連サービス業、娯楽業 16.7% 16.7% 66.7% 0.0% 0.0%

教育、学習支援業 38.5% 30.8% 23.1% 7.7% 0.0%

医療、福祉 56.1% 18.3% 18.3% 7.3% 0.0%

その他サービス業 36.0% 16.0% 40.0% 0.0% 8.0%

以外の業種 35.3% 23.5% 29.4% 11.8% 0.0%

業種

常用労働者数

全体
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Ⅱ 治療と仕事の両立支援について 

１ 治療と仕事の両立支援の言葉の認知状況 

「治療と仕事の両立支援」という言葉の認知度と取組み状況をまとめたものが図６及び表６

である。それによると、「治療と仕事の両立支援」という言葉を「知っており実際に取り組んで

いる」企業は 165 件 30.5％、「知っているが取り組んではいない」が 272 件 50.3％、「知らな

い」が 99 件 18.3％となっている。両立支援という言葉の認知度は 80％以上であるが、「実際

に取り組んでいる」企業割合は 30％程であり、常用労働者数で比較すると、1,000 人以上企業

では 72.7％において取り組んでいるものの常用労働者数が少なくなるにつれて減少し、50 人

以上 100 人未満企業においては 21.3％とその差は 51.4 ポイントに及んでいる。また、業種別

では学術研究、専門･技術サービス業、その他サービス業、医療･福祉業において比較的取り組

んでいる割合が高いものの、全体的に取組みの割合は高いと言う程ではない。 

「知らない」「無回答」を合わせると 19.2％あり、また、表５においてがん等疾患労働者の

在籍割合（過去在籍含む）が約 60％であるものの、実際に取り組んでいる企業は約 30％である

ことを考えると、更なる周知・啓発の必要性があることを示唆している。 
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5

知っており実際に取り組んでいる

知っているが取り組んではいない

知らない

無回答

0 50 100 150 200 250 300

図６ 治療と仕事の両立支援の言葉の認知状況 （単位：件）
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在籍割合（過去在籍含む）が約 60％であるものの、実際に取り組んでいる企業は約 30％である
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Ⅱ 治療と仕事の両立支援について 
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では学術研究、専門･技術サービス業、その他サービス業、医療･福祉業において比較的取り組

んでいる割合が高いものの、全体的に取組みの割合は高いと言う程ではない。 

「知らない」「無回答」を合わせると 19.2％あり、また、表５においてがん等疾患労働者の

在籍割合（過去在籍含む）が約 60％であるものの、実際に取り組んでいる企業は約 30％である

ことを考えると、更なる周知・啓発の必要性があることを示唆している。 
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図６ 治療と仕事の両立支援の言葉の認知状況 （単位：件）

表６ 治療と仕事の両立支援の言葉の認知状況 (単一回答)

1 2 3 4

知っており実際に取り組ん

でいる

知っているが取り組んでは

いない
知らない 無回答

30.5% 50.3% 18.3% 0.9%

1,000人以上 72.7% 18.2% 9.1% 0.0%

500 ～ 999人 55.2% 27.6% 13.8% 3.4%

300～499人 45.0% 42.5% 12.5% 0.0%

100～299人 33.2% 48.3% 17.5% 0.9%

50～99人 21.3% 55.9% 22.3% 0.5%

50人未満 20.8% 62.5% 14.6% 2.1%

製造業 27.8% 52.3% 19.0% 0.9%

鉱業、採石業、砂利採取業 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

建設業 30.0% 60.0% 5.0% 5.0%

電気・ガス・水道業 0.0% 66.7% 33.3% 0.0%

情報通信業 29.4% 41.2% 29.4% 0.0%

運輸業・郵便業 34.5% 44.8% 20.7% 0.0%

卸売業・小売業 31.7% 44.4% 23.8% 0.0%

金融業・保険業 33.3% 55.6% 11.1% 0.0%

不動産業・物品賃貸業 33.3% 33.3% 33.3% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 50.0% 33.3% 16.7% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 18.2% 36.4% 45.5% 0.0%

生活関連サービス業、娯楽業 16.7% 83.3% 0.0% 0.0%

教育、学習支援業 23.1% 69.2% 7.7% 0.0%

医療、福祉 39.0% 46.3% 14.6% 0.0%

その他サービス業 44.0% 40.0% 12.0% 4.0%

上記以外の業種 11.8% 58.8% 29.4% 0.0%

全体

常用労働者数

業種
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２ 治療と仕事の両立支援の取組み状況 

実際に取り組んでいる企業 165 社について、取り組んだ事項について調査した結果が図７及

び表７である。それによると、取り組んだ事項の多い順に、「休暇･勤務制度等の適用」117 件

70.9％、「関係者からの情報収集及び相談対応」92 件 55.8％、「休暇･勤務制度等の制度整備」

83 件 50.3％、「担当者の配置や相談窓口の設置等の体制整備」67件 40.6％、「両立支援プラン

や職場復帰プランの作成･運用」37件 22.4％、「基本方針等の表明･労働者への周知」24件 14.5％、

「労使への意識啓発活動」15 件 9.1％、「その他」6件 3.6％となっている。 

「休暇･勤務制度等の適用」、「関係者からの情報収集及び相談対応」、「休暇･勤務制度等の制

度整備」が 50％を超えているものの、「基本方針等の表明及び労働者への周知」、「労使への意

識啓発活動」に関しての取組みは低調である事がうかがえる。また、「担当者の配置や相談窓口

等の設置等の体制整備」は常用労働者数が多くなるほど整備されており、「両立支援プランや職

場復帰プランの作成・運用」は、労働者 1,000 人以上企業を除くと、労働者数が多くなる程取

り組んでいる割合が高い。 

なお、自由記入欄の「その他」には、「深夜帯、夜勤の免除及び通院日の確保を行った」「制

度化が難しいため、対象社員と話して希望する内容を出来る限り対応した」などの回答があっ

た。 
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休暇・勤務制度等の適用

両立支援プランや職場復帰プランの作成・適用

その他

無回答

図７ 治療と仕事の両立支援の取組み状況 （単位：件）
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２ 治療と仕事の両立支援の取組み状況 
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図７ 治療と仕事の両立支援の取組み状況 （単位：件）

表７ 治療と仕事の両立支援の取組み状況 (複数回答)

1 2 3 4 5 6 7 8 9

基本方針等
の表明及び

労働者への
周知

労使への意

識啓発活動

担当者の配
置や相談窓

口の設置等
の体制整備

休暇・勤務
制度等の制

度整備

関係者から
の情報収集

及び相談対
応

休暇・勤務
制度等の適

用

両立支援プ

ランや職場
復帰プラン

の作成・運
用

その他 無回答

14.5% 9.1% 40.6% 50.3% 55.8% 70.9% 22.4% 3.6% 0.0%

1,000人以上 12.5% 12.5% 50.0% 62.5% 25.0% 75.0% 25.0% 0.0% 0.0%

500 ～ 999人 6.3% 12.5% 43.8% 62.5% 56.3% 81.3% 43.8% 0.0% 0.0%

300～499人 11.1% 5.6% 44.4% 38.9% 55.6% 72.2% 33.3% 5.6% 0.0%

100～299人 14.3% 11.4% 41.4% 47.1% 58.6% 67.1% 20.0% 5.7% 0.0%

50～99人 16.3% 2.3% 37.2% 48.8% 53.5% 69.8% 16.3% 2.3% 0.0%

50人未満 30.0% 20.0% 30.0% 70.0% 70.0% 80.0% 10.0% 0.0% 0.0%

製造業 18.3% 8.3% 51.7% 43.3% 58.3% 61.7% 26.7% 1.7% 0.0%

鉱業、採石業、砂利採取業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

建設業 25.0% 8.3% 33.3% 75.0% 66.7% 66.7% 25.0% 8.3% 0.0%

電気・ガス・水道業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

情報通信業 0.0% 0.0% 40.0% 40.0% 60.0% 60.0% 20.0% 20.0% 0.0%

運輸業・郵便業 30.0% 50.0% 50.0% 70.0% 60.0% 80.0% 30.0% 0.0% 0.0%

卸売業・小売業 0.0% 0.0% 40.0% 40.0% 60.0% 80.0% 20.0% 5.0% 0.0%

金融業・保険業 0.0% 33.3% 66.7% 66.7% 66.7% 100.0% 33.3% 0.0% 0.0%

不動産業・物品賃貸業 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 100.0% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0%

生活関連サービス業、娯楽業 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

教育、学習支援業 0.0% 0.0% 33.3% 100.0% 33.3% 66.7% 66.7% 0.0% 0.0%

医療、福祉 15.6% 0.0% 21.9% 53.1% 56.3% 84.4% 12.5% 0.0% 0.0%

その他サービス業 0.0% 18.2% 27.3% 54.5% 18.2% 72.7% 27.3% 0.0% 0.0%

上記以外の業種 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0%

全体

常用労働者数

業種

※構成比は、回答企業(165 社)に対する割合のため、合計は 100％とならない。（以下、表 8について同じ。）
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図７治療と仕事の両立支援の取組み状況 （単位：件）
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３ 治療と仕事の両立支援のメリット 

 実際に取り組んでいる企業 165 社について、治療と仕事の両立支援に取り組むことの経営上

のメリットをまとめたものが図８及び表８である。それによれば、「人材の確保･定着」140 件

84.8％、「労働者の健康確保」136 件 82.4％、「企業の社会的責任」107 件 64.8％、「企業イメ

ージの向上」39件23.6％となっており、「メリットがない又は負担に比べてメリットが小さい」

とする企業はなく、全ての企業においてメリットがあるとしている。 
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無回答

図８ 治療と仕事の両立支援のメリット （単位：件）
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表８ 治療と仕事の両立支援のメリット (１～４は複数回答)

1 2 3 4 5 6

労働者の健康
確保

人材の確保・定
着

企業の社会的
責任

企業イメージの
向上

メリットがない
又は負担に比

べて
メリットが小さい

無回答

82.4% 84.8% 64.8% 23.6% 0.0% 0.0%

1,000人以上 87.5% 100.0% 75.0% 50.0% 0.0% 0.0%

500 ～ 999人 87.5% 87.5% 68.8% 37.5% 0.0% 0.0%

300～499人 88.9% 77.8% 72.2% 27.8% 0.0% 0.0%

100～299人 85.7% 88.6% 65.7% 22.9% 0.0% 0.0%

50～99人 72.1% 83.7% 58.1% 14.0% 0.0% 0.0%

50人未満 80.0% 60.0% 60.0% 20.0% 0.0% 0.0%

製造業 88.3% 90.0% 65.0% 26.7% 0.0% 0.0%

鉱業、採石業、砂利採取業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

建設業 66.7% 75.0% 75.0% 25.0% 0.0% 0.0%

電気・ガス・水道業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

情報通信業 100.0% 80.0% 60.0% 40.0% 0.0% 0.0%

運輸業・郵便業 80.0% 60.0% 40.0% 20.0% 0.0% 0.0%

卸売業・小売業 85.0% 75.0% 75.0% 15.0% 0.0% 0.0%

金融業・保険業 100.0% 100.0% 100.0% 66.7% 0.0% 0.0%

不動産業・物品賃貸業 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 66.7% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

生活関連サービス業、娯楽業 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

教育、学習支援業 100.0% 100.0% 100.0% 33.3% 0.0% 0.0%

医療、福祉 84.4% 93.8% 59.4% 28.1% 0.0% 0.0%

その他サービス業 63.6% 72.7% 45.5% 9.1% 0.0% 0.0%

上記以外の業種 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

全体

常用労働者数

業種
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４ 治療と仕事の両立支援の取組み上の問題 

「治療と仕事の両立支援」という言葉を知っていると回答した企業 437 社に、両立支援に取

り組もうとする上で何が問題となるか(なったか)を調査した結果が図９及び表９である。 

それによると、「6休職者の代替要員･復帰部署の人員確保が難しい」が 256 件 58.6％と突出

しており、「3 休職期間中の給与保障が難しい」159 件 36.4％、「1 両立支援制度の認知が十分

ではない」156 件 35.7％、「7 休職から復帰後の仕事の与え方･配置が難しい」155 件 35.5％、

「9身体が不自由な場合の環境整備が難しい」151 件 34.6％、「2柔軟な労働時間制度の設計が

難しい」146 件 33.4％の 5 項目が 30％台となっている。以下、「8 病状、後遺症に対する配慮

が難しい」123 件 28.1％、「4治療のための休みが取りやすい体制確保が難しい」116 件 26.5％、

「5職場の上司･同僚への説明･指導が難しい」56 件 12.8％などとなっている。 

 「6休職者の代替要員･復帰部署の人員確保が難しい」ことに関しては、常用労働者 1,000 人

以上企業を除いて問題点の 1番目に挙げている。しかしながら比較的調査対象企業数の多い①

製造業②建設業③卸・小売業④医療・福祉業の４業種で比較したところ、医療･福祉業が 72.9％

に対し、製造業では 47.4％と、その差が 25.5 ポイントに及んでいる。 

常用労働者規模で差違が多く認められたのは、「7 休職から復帰後の仕事の与え方･配置が難

しい」であり、1,000 人以上企業が80.0％であるのに対し、50人以上 100人未満企業では 33.3％

でその差は 46.7 ポイントとなっている。また、「2 柔軟な労働時間制度の設計が難しい」が、

1,000 人以上企業で 70.0％であるのに対し、50 人以上 100 人未満企業では 24.4％であり、そ

の差は 45.6 ポイントとなっている。 

なお、自由記入欄の「その他」には、「治療を必要とする対象者がおらず、支援の内容・範囲等

についてイメージできない」「両立支援に取り組むための時間の確保が難しい」「両立支援とは別

に、他の社員への配慮も同様に重要と考える」などの回答があった。 

156
146

159
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56
256

155
123

151
39

15
30

16
13

0 50 100 150 200 250 300

両立支援制度の認知が十分ではない
柔軟な労働時間制度の設計が難しい

休職期間中の給与保障が難しい
治療のための休みが取りやすい体制確保が難しい

職場の上司・同僚への説明・指導が難しい
休職者の代替要員・復帰部署の人員確保が難しい
休職から復帰後の仕事の与え方・配置が難しい

病状、後遺症に対する配慮が難しい
身体が不自由な場合の職場環境整備が難しい

医療機関（主治医）との連携が難しい
産業医との契約内容、活用方法が分からない

再発防止策が分からない
その他
無回答

図９ 治療と仕事の両立支援の取組み上の問題 （単位：件） 
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表９ 治療と仕事の両立支援の取組み上の問題 (１～13 は複数回答)

※構成比は、回答企業(437 社)に対する割合のため、合計は 100％とならない。（以下、表 10について同じ。）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

両立支援制度
の認知が十分

ではない

柔軟な労働時
間制度の設計

が難しい

休職期間中の
給与保障が難

しい

治療のための
休みが取りや

すい体制確保

が難しい

職場の上司・
同僚への説

明・指導が難し

い

休職者の代替
要員・復帰部

署の人員確保

が難しい

休職から復帰
後の仕事の与

え方・配置が

難しい

病状、後遺症
に対する配慮

が難しい

身体が不自由
な場合の職場

環境整備が難

しい

医療機関（主
治医）との連携

が難しい

産業医との契
約内容、活用

方法が分から

ない

再発防止策が

分からない
その他 無回答

35.7% 33.4% 36.4% 26.5% 12.8% 58.6% 35.5% 28.1% 34.6% 8.9% 3.4% 6.9% 3.7% 3.0%

1,000人以上 40.0% 70.0% 30.0% 40.0% 20.0% 70.0% 80.0% 50.0% 20.0% 20.0% 0.0% 10.0% 0.0% 0.0%

500 ～ 999人 12.5% 41.7% 41.7% 20.8% 12.5% 62.5% 37.5% 25.0% 16.7% 33.3% 8.3% 4.2% 4.2% 8.3%

300～499人 40.0% 42.9% 25.7% 31.4% 20.0% 68.6% 51.4% 31.4% 28.6% 5.7% 0.0% 0.0% 0.0% 2.9%

100～299人 39.0% 36.6% 39.5% 30.2% 14.0% 61.0% 33.7% 29.7% 36.0% 7.6% 4.1% 8.7% 2.3% 2.3%

50～99人 32.1% 24.4% 35.3% 21.8% 10.3% 53.2% 33.3% 24.4% 37.8% 5.8% 1.3% 6.4% 5.1% 3.8%

50人未満 45.0% 32.5% 35.0% 25.0% 10.0% 55.0% 25.0% 30.0% 35.0% 12.5% 10.0% 7.5% 7.5% 0.0%

製造業 35.3% 33.5% 36.4% 22.0% 15.6% 47.4% 39.3% 34.7% 39.3% 4.6% 9.8% 8.1% 5.8% 4.6%

鉱業、採石業、砂利採取業 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

建設業 44.4% 33.3% 27.8% 27.8% 5.6% 52.8% 22.2% 19.4% 25.0% 2.8% 5.6% 5.6% 2.8% 5.6%

電気・ガス・水道業 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 100.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

情報通信業 50.0% 8.3% 8.3% 8.3% 16.7% 75.0% 41.7% 25.0% 8.3% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

運輸業・郵便業 34.8% 39.1% 39.1% 30.4% 8.7% 56.5% 43.5% 26.1% 26.1% 0.0% 8.7% 4.3% 4.3% 4.3%

卸売業・小売業 33.3% 27.1% 47.9% 31.3% 8.3% 66.7% 25.0% 20.8% 39.6% 2.1% 14.6% 2.1% 2.1% 0.0%

金融業・保険業 37.5% 37.5% 37.5% 25.0% 12.5% 50.0% 25.0% 37.5% 25.0% 0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0%

不動産業・物品賃貸業 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 20.0% 0.0% 20.0% 20.0% 0.0% 60.0% 20.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 40.0% 0.0% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 50.0% 33.3% 50.0% 16.7% 16.7% 66.7% 16.7% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0%

生活関連サービス業、娯楽業 33.3% 16.7% 16.7% 0.0% 33.3% 66.7% 33.3% 16.7% 50.0% 16.7% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0%

教育、学習支援業 33.3% 16.7% 16.7% 8.3% 16.7% 83.3% 50.0% 33.3% 33.3% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0%

医療、福祉 34.3% 45.7% 42.9% 38.6% 14.3% 72.9% 38.6% 21.4% 28.6% 0.0% 1.4% 7.1% 4.3% 2.9%

その他サービス業 33.3% 33.3% 38.1% 42.9% 4.8% 61.9% 33.3% 33.3% 42.9% 9.5% 19.0% 9.5% 0.0% 0.0%

上記以外の業種 33.3% 33.3% 41.7% 25.0% 16.7% 66.7% 41.7% 33.3% 58.3% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

全体

常用労働者数

業種
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５ 治療と仕事の両立支援サポート機関の認知状況 

「治療と仕事の両立支援」という言葉を知っていると回答した企業 437 社に、両立支援に関

してサポートが受けられると知っている機関を調査した結果が図１０及び表１０である。 

それによると、「産業保健総合支援センター」267 件 61.1％、「ハローワーク」216 件 49.4％、

「障がい者職業センター」116 件 26.5％、「病院に設置されている出張相談窓口」38 件 8.7％、

「その他」15 件 3.4％となっており、「全て知らない」とする企業が 73 件 16.7％となってい

る。 

267

216

116

38

15

73

0

0 50 100 150 200 250 300

産業保健総合支援センター
ハローワーク

障がい者職業センター
病院に設置されている出張相談窓口

その他
全て知らない

無回答

図１０ 治療と仕事の両立支援サポート機関の認知状況 （単位：件）

５ 治療と仕事の両立支援サポート機関の認知状況 

「治療と仕事の両立支援」という言葉を知っていると回答した企業 437社に、両立支援に関

してサポートが受けられる機関と知っている機関を調査した結果が図１０及び表１０である。

それによると、「産業保健総合支援センター」267 件 61.1％、「ハローワーク」216 件 49.4％、

「障害者職業センター」116 件 26.5％、「病院に設置されている出張相談窓口」38 件 8.7％「そ

の他」15 件 3.4％となっており、「全て知らない」とする企業が 73件 16.7％となっている。
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全て知らない

無回答

図１０治療と仕事の両立支援サポート機関の認知状況 （単位：件）
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５ 治療と仕事の両立支援サポート機関の認知状況 

「治療と仕事の両立支援」という言葉を知っていると回答した企業 437 社に、両立支援に関

してサポートが受けられると知っている機関を調査した結果が図１０及び表１０である。 

それによると、「産業保健総合支援センター」267 件 61.1％、「ハローワーク」216 件 49.4％、

「障がい者職業センター」116 件 26.5％、「病院に設置されている出張相談窓口」38 件 8.7％、

「その他」15 件 3.4％となっており、「全て知らない」とする企業が 73 件 16.7％となってい

る。 
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216
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73

0
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産業保健総合支援センター
ハローワーク

障がい者職業センター
病院に設置されている出張相談窓口

その他
全て知らない

無回答

図１０ 治療と仕事の両立支援サポート機関の認知状況 （単位：件）

表１０ 治療と仕事の両立支援サポート機関の認知状況 (１～５は複数回答)

1 2 3 4 5 6 7

産業保健総合

支援センター
ハローワーク

障がい者職業セ

ンター

病院に設置され

ている出張相談

窓口

その他 全て知らない 無回答

61.1% 49.4% 26.5% 8.7% 3.4% 16.7% 0.0%

1,000人以上 60.0% 60.0% 50.0% 30.0% 0.0% 30.0% 0.0%

500 ～ 999人 66.7% 50.0% 37.5% 25.0% 8.3% 8.3% 0.0%

300～499人 71.4% 51.4% 25.7% 17.1% 0.0% 8.6% 0.0%

100～299人 69.2% 51.7% 33.1% 7.0% 3.5% 9.9% 0.0%

50～99人 49.4% 49.4% 18.6% 6.4% 3.2% 24.4% 0.0%

50人未満 60.0% 35.0% 17.5% 2.5% 5.0% 25.0% 0.0%

製造業 66.5% 48.6% 33.5% 6.9% 4.6% 15.0% 0.0%

鉱業、採石業、砂利採取業 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

建設業 72.2% 55.6% 11.1% 8.3% 2.8% 16.7% 0.0%

電気・ガス・水道業 100.0% 100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

情報通信業 58.3% 41.7% 8.3% 33.3% 0.0% 16.7% 0.0%

運輸業・郵便業 56.5% 43.5% 30.4% 4.3% 0.0% 26.1% 0.0%

卸売業・小売業 56.3% 45.8% 20.8% 4.2% 0.0% 14.6% 0.0%

金融業・保険業 75.0% 50.0% 50.0% 25.0% 0.0% 12.5% 0.0%

不動産業・物品賃貸業 50.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 60.0% 60.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 33.3% 83.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

生活関連サービス業、娯楽業 83.3% 83.3% 83.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

教育、学習支援業 83.3% 50.0% 25.0% 25.0% 8.3% 16.7% 0.0%

医療、福祉 48.6% 48.6% 22.9% 14.3% 2.9% 21.4% 0.0%

その他サービス業 47.6% 47.6% 19.0% 0.0% 9.5% 23.8% 0.0%

上記以外の業種 41.7% 33.3% 8.3% 0.0% 8.3% 25.0% 0.0%

全体

常用労働者数

業種
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資料１ 調査票 

25



⻑
野

県
に

お
け

る
治

療
と

仕
事

の
両

⽴
⽀

援
に

係
る

調
査

 
調

査
票

 
事

 

業
 

場
 

名
 

所
 

在
 

地
 

〒
 

ご
 

回
 

答
 

者
 

様
 

氏 名

（ 省 略 可 ）

所 属
役 職

電 話 メ ー ル

※
調
査
票

の
記
入
内

容
に
つ

い
て
、
照

会
さ
せ

て
い
た
だ

く
場
合

が
ご
ざ
い

ま
す
。

ま
た
、
当

セ
ン
タ

ー
の
無
料

サ
ー
ビ

ス
を
希
望

さ
れ
る

事
業
場
に

は

ご
連
絡
さ

せ
て
い
た

だ
き
ま

す
の
で
、

ご
回
答

担
当
者
様

の
氏
名

等
の
記
入

を
お
願

い
し
ま
す

。

治
療
と
仕
事
の
両

立
支

援
に

つ
い

て
 

事
業

者
が

行
う

べ
き

労
働

者
の

健
康

確
保

対
策

の
一

つ
で

、
疾

病
を

抱
え

る
労

働
者

を
就

労
さ

せ
る

と
判

断
し

た
場

合
に

、
業

務
に

よ
り

疾
病
が

増
悪

す
る

こ
と

の
な

い
よ

う
、

病
気

の
治

療
と

仕
事

の
両

立
の

た
め

に
必

要
と

な
る

一
定

の
就

業
上

の
措

置
や

治
療

に
対

す
る

配
慮

を
行

う
こ
と
で

す
。
そ
の
具

体
的
な

取
組
事

項
は
下
図

の
と
お

り
で
、
事

業
者
の

義
務
で
は

な
い
も

の
で
す
が

、「
働

き
方
改

革
」
の

一
環
に

位
置
づ

け
ら
れ

て
お
り

、

今
後
、
労
働
者

に
と

っ
て
の

多
様
な
働

き
方
の

実
現
や
、
企
業

に
と
っ

て
の

人
材
確

保
の
観
点

か
ら

、
取
組

が
進

ん
で
い

く
こ
と
が

望
ま
れ

て
い
る
も

の
で
す
。

具
体
的

な
進
め
方

の
概
要
は

、
以
下

の
図
の
よ

う
に
な

り
ま
す
。
 

〔
記

入
上

の
注

意
〕

 
１

 
こ

の
調

査
票

は
、

貴
事

業
場

の
中

で
労

働
者

の
健

康
管

理
を

担
当

し
て
い
る

方
が
記
入

す
る
よ

う
に
お
願

い
し
ま

す
。
 

２
 
調
査

票
の
記
入

に
当
た

っ
て
は
、

P
4
～

P5
の

解
説
を

参
照
し

て
く

だ
さ
い
。
 

３
 
調
査

票
に
は
、
令
和
元

年
1
0
月

1
日

時
点
の

状
況
に

つ
い
て

記
入

し
て
く
だ

さ
い
。
 

４
 
設
問

に
「
複
数

回
答
可
」
と
表
示

が
な
い

限
り
、
該

当
す
る

番
号
１

つ
に
○
印

を
つ
け
て

く
だ
さ

い
（
複
数

回
答
可

で
あ
る
も

の
は
、
回

答

欄
が
 

 
 

 
の
よ

う
に
網

掛
け
に
な

っ
て
い

ま
す

。）
。
 

５
 
調

査
票

P1
～

P
3
の

提
出

は
、
令

和
元

年
1
1
月

2
9
日
（

金
）
ま

で

に
お
願
い

し
ま
す
。
 

〔
調

査
票

に
つ

い
て

〕
 

こ
の
調
査

票
は
、
秘

密
の
保

護
に
万
全

を
期
し

、
長
野
産

業
保
健

総
合

支
援

セ
ン

タ
ー

が
集

計
し

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
等

で
公

表
す

る
な

ど
統

計

デ
ー
タ
と

し
て
活
用

さ
せ
て

い
た
だ
き

ま
す
。
ま
た

、
長
野

県
地
域

両
立

支
援
推
進

チ
ー
ム
（

構
成
員
：
長
野
県
医

師
会
、
長
野
労
働

局
、
長

野
県

、

関
係
労
使

団
体
、
当

セ
ン
タ

ー
等
）
に

お
け
る

今
後
の
施

策
を
検

討
す

る

際
の

参
考

に
さ

せ
て

い
た

だ
く

予
定

で
す

。
事

業
場

や
個

人
を

特
定

で

き
る
形
で

公
開
す
る

こ
と
は

ご
ざ
い
ま

せ
ん
の

で
、
ご
安

心
く
だ

さ
い

。
 

Ⅰ
 
事
業
場
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
 

１
 
貴
事
業
場
の
令
和
元
年

1
0
月

1
日
時
点
の

常
用
労
働
者
数

(
注
１
)
は
何
人
で
す
か
。
 

1
,
0
0
0
人
以
上
 

１
 

 
5
0
0
 
～
 
9
9
9
人
 

２
 

 
3
0
0
 
～
 
4
9
9
人
 

３
 

 
1
0
0
 
～
 
2
9
9
人
 

４
 

5
0
 
～
 
1
0
0
人
 

５
 

5
0
人
未
満
 

６
 

２
 
貴
事
業
場
の
（
主
な
）
業
種
は
何
で
す
か
。
 

製
造
業
 

鉱
業
、
採
石
業
、
 

砂
利
採
取
業
 

建
設
業
 

電
気
・
ガ
ス
・
 

水
道
業
 

情
報
通
信
業
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

運
輸
業
・
郵
便
業
 

卸
売
業
・
小
売
業
 

金
融
業
・
保
険
業
 

不
動
産
業
・
 

物
品
賃
貸
業
 

学
術
研
究
、
専
門
・

技
術
サ
ー
ビ
ス
業
 

６
 

７
 

８
 

９
 

1
0
 

宿
泊
業
、
 

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
 

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス

業
、
娯
楽
業
 

教
育
、
学
習
支
援
業
 

医
療
、
福
祉
 

そ
の
他
サ
ー
ビ
ス
業
 

1
1
 

1
2
 

1
3
 

1
4
 

1
5
 

1
～
1
5
以
外
の
業
種
 

1
6
 

３
 
貴
事
業
場
で
は
以
下
の
安
全
衛
生
担
当
者
を
選
任
し
て
い
ま
す
か
。
該
当
す
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。
 

（
複
数
回
答
可
。
た
だ
し
６
を
回
答
の
場
合
は
複
数
回
答
不
可
。
）
 

選
任
し
て
い
る
 

い
ず
れ
も
選
任
 

し
て
い
な
い
 

医
師
(
産
業
医
 

(
注
２
)
含
む
) 

保
健
師
 

看
護
師
 

総
括
安
全
衛
生
 

管
理
者

(
注
３
) 

衛
生
管
理
者

(注
４
)

又
は
 

衛
生
推
進
者

(
注
５
) 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

６
 

４
 
貴
事
業
場
に
お
い
て
、「

労
働
者
が
健
康
問
題
に
関
し
て
相
談
す
る
先
」
と
し
て
周
知
し
て
い
る
部
署
は
ど
こ
で
す
か
。
該
当
す
る
番

号
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。
（
複
数
回
答
可
。
た
だ
し
７
を
回
答
の
場
合
は
複
数
回
答
不
可
。
）
 

決
め
て
周
知
し
て
い
る
 

特
に
決
め
て
 

い
な
い
 

代
表
、
役
員
 

人
事
・
労
務
 

・
総
務
担
当

直
属
の
上
司
 

健
康
管
理
担
当

(
専
門
職

(
注
６
)
) 

健
康
管
理
担
当

（
専
門
職
以
外
）
 

そ
の
他
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

６
 

７
 

５
 
貴
事
業
場
で
は
以
下
の
休
暇
・
勤
務
制
度
を
設
け
て
い
ま
す
か
。
該
当
す
る
番
号
す
べ
て
に
○
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。（

複
数
回
答
可
。

た
だ
し
９
を
回
答
の
場
合
は

複
数
回
答
不
可
。
）
 

制
度
を
設
け
て
い
る
 

特
に
制
度
は

設
け
て
 

い
な
い
 

時
間
単
位
 

の
年
次
 

有
給
休
暇
 

(
注
７
)

傷
病
休
暇
・
 

病
気
休

暇
 

(
注
８
)

時
差
出
勤
 

(
注
９
)

短
時
間
勤
務
 

(注
1
0)

在
宅
勤
務
 

(注
1
1)

試
し
出
勤
 

(注
1
2)

休
職
 

(注
1
3)

そ
の
他
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

６
 

７
 

８
 

９
 

６
 
貴
事
業
場
に
お
い
て
、
平
成

2
8
年
以
降
令
和
元
年

1
0
月

1
日
時
点
ま
で
に
、
が
ん
な
ど
の
反
復
・
継
続
し
て
治
療
が
必
要
な
疾
病

に
罹
患
し
て
い
る
労
働
者

は
在
籍
し
て
い
ま
し
た
か
。
 

現
在
在
籍
あ
り
 

１
 

過
去
在
籍
あ
り
（
罹
患
後
一
定
期
間
勤
務
あ
り
）
 

２
 

過
去
在
籍
あ
り
（
罹
患
後
す
ぐ
に
離
職
）
 

３
 

過
去
在
籍
な
し
 

４
 

把
握
し
て
い
な
い
 

５
 

1
／
5

2
／
5
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（
注
１
）
常
用
労
働
者
 

期
間
を
定
め
ず
に
雇
用

さ
れ
て
い
る
者
又
は
１
か
月
以
上
の
期
間
を
定
め
て
雇
わ
れ
て
い
る
者
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
を
言

い
ま
す
。
他
社
か
ら
受
け

入
れ
た
出
向
者
、
転
籍
者
も
含
み
ま
す
。
な
お
、
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の

保
護
等
に
関
す
る
法
律
に

基
づ
い
て
労
働
者
派
遣
事
業
を
行
う
事
業
場
か
ら
貴
事
業
場
に
派
遣
さ
れ
て
い
る
者
は
含
み
ま
せ
ん
が
、

労
働
者
派
遣
事
業
を
行
う

事
業
場
に
お
い
て
は
、
労
働
者
派
遣
事
業
と
し
て
他
社
に
派
遣
し
て
い
る
労
働
者
を
含
め
て
く
だ
さ
い
。
 

（
注
２
）
産
業
医
 

常
時

5
0
人
以
上

の
労

働
者
を
使
用
す
る
事
業
場
に
お
い
て
、
労
働
者
の
健
康
管
理
を
行
う
た
め
に
事
業
者
か
ら
選
任
さ
れ
た
医
師

を
言
い
ま
す
。
労
働
基
準
監
督
署
へ
の
選
任
報
告
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
、
実
態
と
し
て
選
任
し
て
い
る
場
合
は
「
選
任
し
て
い
る
」

と
し
て
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。
 

（
注
３
）
総
括
安
全
衛
生
管
理
者
 

業
種
別
に
政
令
で
定
め

ら
れ
た
規
模
の
事
業
場
に
お
い
て
、
衛
生
管
理
者
等
の
指
導
や
労
働
者
の
危
険
・
健
康
障
害
を
防
止
す
る

た
め
の
措
置
に
関
す
る
こ

と
等
の
総
括
管
理
す
る
た
め
に
事
業
者
か
ら
選
任
さ
れ
た
者
を
言
い
ま
す
。
 

（
注
４
）
衛
生
管
理
者
 

常
時

5
0
人
以
上

の
労

働
者
を
使
用
す
る
事
業
場
に
お
い
て
、
作
業
条
件
、
施
設
等
の
衛
生
上
の
改
善
な
ど
の
衛
生
に
係
る
技
術
的

事
項
を
管
理
す
る
た
め
事
業
者
か
ら
選
任
さ
れ
た
者
を
言
い
ま
す
。
衛
生
管
理
者
免
許
等
の
一
定
の
資
格
（
経
験
）
を
有
す
る
者
か

ら
選
任
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
 

（
注
５
）
衛
生
推
進
者
 

常
時

1
0
人
以
上

5
0
人
未
満
の
労
働
者
を
使
用
す
る
事
業
場
に
お
い
て
、
労
働
衛
生
に
関
す
る
技
術
的
事
項
（
労
働
者
数
が

5
0
人

以
上
の
事
業
場
に
お
い
て

衛
生
管
理
者
が
管
理
し
て
い
る
業
務
と
同
様
の
業
務
）
を
担
当
す
る
た
め
、
事
業
者
か
ら
選
任
さ
れ
た
者

を
言
い
ま
す
。
一
定
の
資

格
（
経
験
）
を
有
す
る
者
か
ら
選
任
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
 

（
注
６
）
健
康
管
理
を
担
う
専
門

職
 

医
師
、
保
健
師
、
看
護
師
等
の
専
門
的
な
資
格
を
有
す
る
者
を
言
い
ま
す
。
 

（
注
７
）
時
間
単
位
の
年
次
有
給

休
暇
 

労
働
基
準
法
に
基
づ
く
年
次
有
給
休
暇
は
、
１
日
単
位
で
与
え
る
こ
と
が
原
則
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
労
使
協
定
を
結
べ
ば
、
１

時
間
単
位
で
与
え
る
こ
と
が
可
能
で
す
（
上
限
は
１
年
で
５
日
分
ま
で
。
）
。
 

（
注
８
）
傷
病
休
暇
・
病
気
休
暇
 

事
業
者
が
自
主
的
に
設

け
る
法
定
外
の
休
暇
で
、
入
院
治
療
や
通
院
の
た
め
に
年
次
有
給
休
暇
と
は
別
に
休
暇
を
付
与
す
る
も
の

を
言
い
ま
す
。
取
得
条
件

や
取
得
中
の
処
遇
（
賃
金
の
支
払
の
有
無
等
）
は
事
業
場
ご
と
に
決
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
 

（
注
９
）
時
差
出
勤
 

事
業
者
が
自
主
的
に
設
け
る
勤
務
制
度
で
、
始
業
及
び
終
業
の
時
刻
を
変
更
す
る
こ
と
に
よ
り
、
身
体
に
負
担
の
か
か
る
通
勤
時

間
帯
を
避
け
て
通
勤
す
る
こ
と
等
を
目
的
と
す
る
も
の
で
す
。
 

（
注

1
0
）
短
時
間
勤
務
 

事
業
者
が
自
主
的
に
設

け
る
勤
務
制
度
で
、
療
養
中
・
療
養
後
の
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
等
を
目
的
と
し
て
所
定
労
働
時
間
を
短

縮
す
る
制
度
を
言
い
ま
す

。
本
問
に
お
い
て
は
、
育
児
休
業
、
介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行
う
労
働
者
の
福
祉
に
関
す
る

法
律
で
事
業
主
に
義
務
づ

け
て
い
る
育
児
・
介
護
の
た
め
の
短
時
間
勤
務
制
度
と
は
別
に
、
治
療
と
仕
事
の
両
立
の
た
め
に
短
時
間

勤
務
制
度
を
設
け
て
い
る

場
合
に
「
設
け
て
い
る
」
と
回
答
し
て
く
だ
さ
い
。
 

（
注

1
1
）
在
宅
勤
務
 

事
業
者
が
自
主
的
に
設
け
る
勤
務
制
度
で
、
パ
ソ
コ
ン
な
ど
の
情
報
通
信
機
器
を
活
用
し
た
場
所
に
と
ら
わ
れ
な
い
柔
軟
な
働
き

方
を
言
い
ま
す
。
自
宅
で
勤
務
す
る
こ
と
に
よ
り
、
通
勤
に
よ
る
身
体
へ
の
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
ま
す
。
 

（
注

1
2
）
試
し
出
勤
 

事
業
者
が
自
主
的
に
設

け
る
勤
務
制
度
で
、
中
長
期
間
に
わ
た
り
休
職
し
て
い
た
労
働
者
に
対
し
、
円
滑
な
復
職
を
支
援
す
る
た

め
に
、
勤
務
時
間
や
勤
務

日
数
を
短
縮
し
た
試
し
出
勤
等
を
行
う
も
の
を
言
い
ま
す
。
 

（
注

1
3
）
休
職
 

事
業
者
が
自
主
的
に

設
け
る
勤
務
制
度
で
、
療
養
の
た
め
に
中
朝
期
間
に
わ
た
り
休
職
さ
せ
る
こ
と
を
言
い
ま
す
。
そ
の
条
件
や

休
職
期
間
中
の
処
遇
（
賃

金
の
支
払
の
有
無
等
）
は
事
業
場
ご
と
に
決
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
 

Ⅱ
 

治
療

と
仕

事
の

両
立

支
援

に
つ

い
て

 

７
 

「
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
」

と
い

う
言

葉
を

知
っ

て
い

ま
し

た
か
。
 

知
っ

て
お

り
実

際
に

取
り

組
ん
で

い
る

 

知
っ

て
い

る
が

取
り

組
ん

で
は

い
な

い
 

知
ら

な
い
 

１
 

２
 

３
 

１
に

〇
を
付

け
た

場
合

は
、

続
け

て
以

下
の

８
～

１
２

に
つ

い
て

、
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 

２
に

〇
を
付

け
た

場
合

は
、

続
け

て
以

下
の

１
０

～
１

２
に

つ
い
て
、
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 

３
に

〇
を
付

け
た

場
合

は
、

続
け

て
以

下
の

１
２

に
つ

い
て

、
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 

８
 

治
療

と
仕

事
の

両
立

支
援

に
関

し
て

、
貴

事
業

場
に

お
い

て
実

際
に

取
り

組
ん

だ
事

項
は

以
下

の
う

ち
ど

れ
で

す
か

。
該

当
す

る
番

号
す

べ
て

に
○

を
付

け
て

く
だ

さ
い

。
（

複
数

回
答

可
。
）

 

組
織

と
し

て
の

活
動

 
個
別
の
労
働
者
に
対
し
て
の
活
動
 

基
本

方
針

等
の

 

表
明

及
び

 

労
働

者
へ

の
周

知
 

(注
1
4)

労
使

へ
の

 

意
識

啓
発

活
動

 
(注

1
5)

担
当

者
の

配
置

や
 

相
談

窓
口

の
設

置

等
の

体
制

整
備

 
(注

1
6)

休
暇

・
勤

務
制
度
 

等
の

制
度
整
備
 

関
係
者
か
ら
の
 

情
報
収
集
及
び
 

相
談
対
応
 

休
暇
・
勤
務
制
度
 

等
の
適
用
 

両
立
支
援
プ
ラ
ン

(注
1
7)
や
職
場
復

帰
プ
ラ
ン

(注
1
8)

の
作
成
・
運
用
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

６
 

７
 

そ
の

他
（

自
由

記
入

欄
）

 

９
 

治
療

と
仕

事
の

両
立

支
援

に
取

り
組

む
こ

と
の

経
営

上
の

メ
リ

ッ
ト

は
何

だ
と

考
え

て
い

ま
す

か
。

該
当

す
る

番
号
す

べ
て

に
○
を

付
け

て
く

だ
さ

い
。
（

複
数

回
答

可
。

た
だ

し
５

を
回

答
の

場
合

は
複
数
回
答
不
可
。
）
 

十
分

な
メ

リ
ッ

ト
が

あ
る

 
メ
リ
ッ
ト
が
な
い

又
は
負
担
に
比
べ
て

メ
リ
ッ
ト
が
小
さ
い

労
働

者
の

健
康

確
保

 
人

材
の

確
保

・
定

着
 

企
業

の
社

会
的
責
任
 
企
業
イ
メ
ー
ジ
の
向
上
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

1
0
 

治
療

と
仕

事
の

両
立

支
援

に
取

り
組

も
う

と
す

る
上

で
、
何

が
問

題
に
な
り
ま
す
か
（
な
り
ま
し
た
か
）
。
該
当
す
る
番
号
す
べ
て
に

○
を

付
け

て
く

だ
さ

い
。
（

複
数

回
答

可
。
）

両
立

支
援

制
度

の
認

知
が

十
分

で
は

な
い

 
１

 
柔
軟
な
労
働
時
間
制
度
の
設
計
が
難
し
い
 

２
 

休
職

期
間

中
の

給
与

保
障

が
難

し
い

 
３

 
治

療
の

た
め

の
休

み
が

取
り

や
す

い
体

制
確

保

が
難
し
い
 

４
 

職
場

の
上

司
・

同
僚

へ
の

説
明

・
指

導
が

難
し

い
 

５
 

休
職
者
の
代
替
要
員
・
復
帰
部
署
の
人
員
確
保
が

難
し
い
 

６
 

休
職

か
ら

復
帰

後
の

仕
事

の
与

え
方

・
配

置
が

 

難
し

い
 

７
 

病
状
、
後
遺
症
に
対
す
る
配
慮
が
難
し
い
 

８
 

身
体

が
不

自
由

な
場

合
の

職
場

環
境

整
備

が
難

し
い

 
９

 
医
療
機
関
（
主
治
医
）
と
の
連
携
が
難
し
い
 

1
0
 

産
業

医
と

の
契

約
内

容
、

活
用

方
法

が
分

か
ら

な
い

 
1
1
 

再
発
防
止
策
が
分
か
ら
な
い
 

1
2
 

そ
の

他
（

自
由

記
入

欄
）

 

1
1
 

以
下

の
機

関
の

う
ち

、
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
に

関
す

る
サ

ポ
ー

ト
が

受
け

ら
れ

る
機

関
と

し
て

知
っ

て
い

る
機

関
は

ど
れ

で
す

か
。

該
当

す
る

番
号

す
べ

て
に

○
を

付
け

て
く

だ
さ

い
。
（

複
数

回
答
可
。
た
だ
し
６
を
回
答
の
場
合
は
複
数
回
答
不
可
。
）
 

産
業

保
健

総
合

支
援

セ
ン

タ
ー

(注
19

) 
１
 

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

(注
20

)
２
 

障
が

い
者

職
業

セ
ン

タ
ー

(注
2
1)
 

３
 

病
院

に
設

置
さ

れ
て

い
る

出
張

相
談

窓
口

(注
2
2)
 

４
 

そ
の

他
 

５
 

全
て

知
ら

な
い

 
６
 

1
2
 

長
野

産
業

保
健

総
合

支
援

セ
ン

タ
ー

で
は

、
個

別
訪

問
支

援
と

し
て
、
担
当
者
が
事
業
場
を
訪
問
し
、
両
立
支
援
に
関
す
る
制
度
の
導

入
等

に
つ

い
て

ア
ド

バ
イ

ス
し

て
い

ま
す

。
当

セ
ン

タ
ー

の
無

料
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
か
。
 

は
い

、
利

用
し

て
み

た
い

で
す

。
 

１
 

は
い

、
説

明
は

聞
き

た
い

で
す

。
 

２
 

い
い

え
、

利
用

し
ま

せ
ん

。
 

３
 

調
査

票
の

記
入

は
以

上
に

な
り

ま
す

。
御

協
力

あ
り

が
と

う
ご

ざ
い

ま
し

た
。

 

3
／
5

4
／
5
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（
注

1
4
）

基
本

方
針
等

の
表

明
及

び
労

働
者

へ
の

周
知

 

治
療

と
仕

事
の

両
立

支
援

に
取

組
に

当
た

っ
て

の
基

本
方

針
や

具
体
的
な
対
応
方
法
等
の
事
業
場
内
ル
ー
ル
を
作
成
し
、
全
て
の

労
働

者
に

周
知

す
る

こ
と

を
言

い
ま

す
。

 

（
注

1
5
）

労
使

へ
の

意
識

啓
発

活
動

 

当
事

者
や
そ

の
同

僚
と

な
り

得
る

全
て

の
労

働
者

、
管

理
職

に
対

し
て
、
治
療
と
仕
事
の
両
立
に
関
す
る
研
修
等
に
よ
り
意
識
啓

発
を

行
う

こ
と

を
言

い
ま

す
。

 

（
注

1
6
）

担
当

者
、
相

談
窓

口
等

の
体

制
整

備
 

治
療

と
仕

事
の

両
立

支
援

は
労

働
者

か
ら

の
申

出
を

起
点

と
し

て
実
際
の
対
応
を
行
う
こ
と
か
ら
、
労
働
者
が
安
心
し
て
相
談
・

申
出

を
行

え
る

よ
う
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4

5
6

7
8

9
1
0

時 間 単 位 の 年 次 有 給 休 暇

傷 病 休 暇 ・ 病 気 休 暇

時 差 出 勤

短 時 間 勤 務

在 宅 勤 務

試 し 出 勤

休 職

そ の 他

特 に 制 度 は 設 け て い な い

無 回 答

5
41

24
2

3
24

1
49

2
52

21
87

43
0

1
6

2
2

3

常
用

労
働

者
数

1,
0
00

人
以

上
11

5
9

3
3

0
7

1
1

0
0

0

50
0
 ～

 9
9
9
人

29
1
5

2
0

9
15

4
12

2
8

0
1

0

30
0
～

4
99

人
40

1
9

2
9

1
8

24
2

17
3
7

1
2

0

10
0
～

2
99

人
2
11

9
7

1
32

6
1

1
10

6
37

17
1

1
0

6
1

50
～

99
人

2
02

8
6

1
08

4
4

83
8

13
14

5
4

1
2

1

50
人

未
満

48
2
0

26
14

1
7

1
1

3
8

1
1

1

業
種

製
造

業
2
16

9
2

1
22

69
1
0
8

7
4
3

1
65

7
9

1

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

1
0

1
1

1
0

0
1

0
0

0

建
設

業
40

2
0

19
7

1
7

3
5

3
4

3
3

0

電
気

・ガ
ス

・
水

道
業

3
1

2
2

0
0

0
2

0
0

0

情
報

通
信

業
17

4
1
0

8
9

4
4

1
5

0
0

0

運
輸

業
・郵

便
業

29
8

2
0

1
0

7
0

2
2
4

0
1

0

卸
売

業
・小

売
業

63
1
6

3
0

1
3

29
4

9
4
8

1
2

0

金
融

業
・保

険
業

9
5

7
4

3
0

4
8

0
0

0

不
動

産
業

・物
品

賃
貸

業
3

2
3

1
1

0
0

2
0

0
0

学
術

研
究

、
専

門
・技

術
サ

ー
ビ

ス
業

6
2

4
1

4
2

2
5

0
0

0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
11

3
5

2
5

0
0

8
0

0
0

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
6

1
2

3
4

0
0

4
0

1
0

教
育

、
学

習
支

援
業

13
1
2

1
0

7
5

1
2

1
1

0
1

0

医
療

、
福

祉
82

5
5

6
1

1
5

43
0

13
6
8

3
2

2

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

25
1
0

1
5

4
9

0
2

2
0

0
3

0

上
記

以
外

の
業

種
17

1
1

1
3

2
7

0
1

1
5

2
0

0

全
体

表
４

　
休

暇
・
勤

務
制

度
の

設
定

状
況

　
（1

～
8は

複
数

回
答

）

1
2

3
4

5
6

現 在 在 籍 あ り

過 去 在 籍 あ り （ 罹 患 後 一 定 期 間

勤 務 あ り ）

過 去 在 籍 あ り （ 罹 患 後 す ぐ に 離

職 ）
過 去 在 籍 な し

把 握 し て い な い

無 回 答

54
1

2
3
2

9
5

8
9

1
1

1
8
4

2
4

6

常
用

労
働

者
数

1
,0

0
0
人

以
上

11
6

2
2

0
1

1
1

5
00

 ～
 9

99
人

29
2
0

5
5

0
3

1
0

3
00

～
49

9人
40

2
7

8
9

1
5

0
0

1
00

～
29

9人
21

1
98

4
1

3
8

5
5
7

1
3

2

5
0～

9
9人

20
2

71
3
3

2
9

5
8
8

7
3

5
0人

未
満

48
1
0

6
6

0
3
0

2
0

業
種

製
造

業
21

6
99

3
2

2
9

5
7
5

8
2

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

1
1

0
0

0
0

0
0

建
設

業
40

1
5

7
7

0
1
8

0
0

電
気

・
ガ

ス
・水

道
業

3
0

1
1

0
2

0
0

情
報

通
信

業
17

5
0

0
0

1
1

1
0

運
輸

業
・
郵

便
業

29
1
1

9
9

1
9

0
0

卸
売

業
・
小

売
業

63
2
5

10
9

1
2
3

4
1

金
融

業
・
保

険
業

9
4

3
2

1
1

1
0

不
動

産
業

・
物

品
賃

貸
業

3
1

1
1

0
1

0
0

学
術

研
究

、
専

門
・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

6
2

1
1

0
3

0
0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
11

2
3

3
0

4
1

1

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
6

1
1

1
0

4
0

0

教
育

、
学

習
支

援
業

13
5

4
4

0
3

1
0

医
療

、
福

祉
82

4
6

15
1
5

2
1
5

6
0

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

25
9

4
3

1
1
0

0
2

上
記

以
外

の
業

種
17

6
4

4
0

5
2

0

過 去 在 籍 あ り

全
体

表
５

　
が

ん
等

罹
患

労
働

者
の

在
籍

状
況

　
（
単

一
回

答
）

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

・

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1 

「
1」

の
回

答
と

「
2」

・「
3」

の
回

答
が

重
複

す
る

事
業

場
が

あ
っ

た
た

め
、

そ
の

場
合

は
「

1」
の

回
答

と
し

て
カ

ウ
ン

ト
し

た
。

 
※

2 
「

2」
の

回
答

と
「

3」
の

回
答

が
重

複
す

る
事

業
場

が
あ

っ
た

た
め

、
そ

の
場

合
は

「
過

去
在

籍
あ

り
」（

網
掛

け
の

列
）

に
お

い
て

1
件

と
カ

ウ
ン

ト
し

た
。（

「
過

去
在

籍
あ

り
」（

網
か

け
の

列
）

の
値

と
「

2」
・「

3」
の

合
計

値
は

一
致

し
な

い
。）
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1
2

3
4

知 っ て お り 実 際 に 取 り 組 ん で い

る
知 っ て い る が 取 り 組 ん で は い な

い
知 ら な い

無 回 答

5
4
1

1
65

27
2

9
9

5

常
用

労
働

者
数

1,
00

0
人

以
上

1
1

8
2

1
0

50
0
 ～

 9
9
9
人

2
9

16
8

4
1

30
0
～

4
99

人
4
0

18
1
7

5
0

10
0
～

2
99

人
2
1
1

70
10

2
3
7

2

50
～

99
人

2
0
2

43
11

3
4
5

1

50
人

未
満

4
8

10
3
0

7
1

業
種

製
造

業
2
1
6

60
11

3
4
1

2

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

1
0

1
0

0

建
設

業
4
0

12
2
4

2
2

電
気

・ガ
ス

・
水

道
業

3
0

2
1

0

情
報

通
信

業
1
7

5
7

5
0

運
輸

業
・郵

便
業

2
9

10
1
3

6
0

卸
売

業
・小

売
業

6
3

20
2
8

1
5

0

金
融

業
・保

険
業

9
3

5
1

0

不
動

産
業

・
物

品
賃

貸
業

3
1

1
1

0

学
術

研
究

、
専

門
・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

6
3

2
1

0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
1
1

2
4

5
0

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
6

1
5

0
0

教
育

、
学

習
支

援
業

1
3

3
9

1
0

医
療

、
福

祉
8
2

32
3
8

1
2

0

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

2
5

11
1
0

3
1

上
記

以
外

の
業

種
1
7

2
1
0

5
0

全
体

表
６

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

言
葉

の
認

知
状

況
 （

単
一

回
答

）

1
2

3
4

5
6

7
8

9

基 本 方 針 等 の 表 明 及 び 労 働 者 へ

の 周 知

労 使 へ の 意 識 啓 発 活 動

担 当 者 の 配 置 や 相 談 窓 口 の 設 置

等 の 体 制 整 備

休 暇 ・ 勤 務 制 度 等 の 制 度 整 備

関 係 者 か ら の 情 報 収 集 及 び 相 談

対 応
休 暇 ・ 勤 務 制 度 等 の 適 用

両 立 支 援 プ ラ ン や 職 場 復 帰 プ ラ

ン の 作 成 ・ 運 用

そ の 他

無 回 答

1
65

2
4

1
5

6
7

8
3

9
2

1
17

3
7

6
0

常
用

労
働

者
数

1
,0

0
0人

以
上

8
1

1
4

5
2

6
2

0
0

5
00

 ～
 9

9
9
人

1
6

1
2

7
1
0

9
1
3

7
0

0

3
00

～
4
99

人
1
8

2
1

8
7

1
0

1
3

6
1

0

1
00

～
2
99

人
7
0

1
0

8
2
9

3
3

4
1

4
7

1
4

4
0

5
0～

9
9
人

4
3

7
1

1
6

2
1

2
3

3
0

7
1

0

5
0人

未
満

1
0

3
2

3
7

7
8

1
0

0

業
種

製
造

業
6
0

1
1

5
3
1

2
6

3
5

3
7

1
6

1
0

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

建
設

業
1
2

3
1

4
9

8
8

3
1

0

電
気

・
ガ

ス
・
水

道
業

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

情
報

通
信

業
5

0
0

2
2

3
3

1
1

0

運
輸

業
・郵

便
業

1
0

3
5

5
7

6
8

3
0

0

卸
売

業
・小

売
業

2
0

0
0

8
8

1
2

1
6

4
1

0

金
融

業
・保

険
業

3
0

1
2

2
2

3
1

0
0

不
動

産
業

・
物

品
賃

貸
業

1
1

0
0

0
0

0
0

0
0

学
術

研
究

、
専

門
・技

術
サ

ー
ビ

ス
業

3
0

0
2

0
3

2
0

0
0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
2

0
0

1
1

1
1

0
1

0

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
1

0
0

1
1

1
1

0
0

0

教
育

、
学

習
支

援
業

3
0

0
1

3
1

2
2

0
0

医
療

、
福

祉
3
2

5
0

7
1
7

1
8

2
7

4
0

0

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

1
1

0
2

3
6

2
8

3
0

0

上
記

以
外

の
業

種
2

1
1

0
1

0
1

0
1

0

全
体

表
７

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

取
組

み
状

況
　

（
複

数
回

答
）

【
Ⅱ

 
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
に

つ
い

て
】

 

1
2

3
4

知 っ て お り 実 際 に 取 り 組 ん で い

る
知 っ て い る が 取 り 組 ん で は い な

い
知 ら な い

無 回 答

5
4
1

1
65

27
2

9
9

5

常
用

労
働

者
数

1,
00

0
人

以
上

1
1

8
2

1
0

50
0
 ～

 9
9
9
人

2
9

16
8

4
1

30
0
～

4
99

人
4
0

18
1
7

5
0

10
0
～

2
99

人
2
1
1

70
10

2
3
7

2

50
～

99
人

2
0
2

43
11

3
4
5

1

50
人

未
満

4
8

10
3
0

7
1

業
種

製
造

業
2
1
6

60
11

3
4
1

2

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

1
0

1
0

0

建
設

業
4
0

12
2
4

2
2

電
気

・ガ
ス

・
水

道
業

3
0

2
1

0

情
報

通
信

業
1
7

5
7

5
0

運
輸

業
・郵

便
業

2
9

10
1
3

6
0

卸
売

業
・小

売
業

6
3

20
2
8

1
5

0

金
融

業
・保

険
業

9
3

5
1

0

不
動

産
業

・
物

品
賃

貸
業

3
1

1
1

0

学
術

研
究

、
専

門
・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

6
3

2
1

0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
1
1

2
4

5
0

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
6

1
5

0
0

教
育

、
学

習
支

援
業

1
3

3
9

1
0

医
療

、
福

祉
8
2

32
3
8

1
2

0

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

2
5

11
1
0

3
1

上
記

以
外

の
業

種
1
7

2
1
0

5
0

全
体

表
６

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

言
葉

の
認

知
状

況
 （

単
一

回
答

）

1
2

3
4

5
6

7
8

9

基 本 方 針 等 の 表 明 及 び 労 働 者 へ

の 周 知

労 使 へ の 意 識 啓 発 活 動

担 当 者 の 配 置 や 相 談 窓 口 の 設 置

等 の 体 制 整 備

休 暇 ・ 勤 務 制 度 等 の 制 度 整 備

関 係 者 か ら の 情 報 収 集 及 び 相 談

対 応
休 暇 ・ 勤 務 制 度 等 の 適 用

両 立 支 援 プ ラ ン や 職 場 復 帰 プ ラ

ン の 作 成 ・ 運 用

そ の 他

無 回 答

1
65

2
4

1
5

6
7

8
3

9
2

1
17

3
7

6
0

常
用

労
働

者
数

1
,0

0
0人

以
上

8
1

1
4

5
2

6
2

0
0

5
00

 ～
 9

9
9
人

1
6

1
2

7
1
0

9
1
3

7
0

0

3
00

～
4
99

人
1
8

2
1

8
7

1
0

1
3

6
1

0

1
00

～
2
99

人
7
0

1
0

8
2
9

3
3

4
1

4
7

1
4

4
0

5
0～

9
9
人

4
3

7
1

1
6

2
1

2
3

3
0

7
1

0

5
0人

未
満

1
0

3
2

3
7

7
8

1
0

0

業
種

製
造

業
6
0

1
1

5
3
1

2
6

3
5

3
7

1
6

1
0

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

建
設

業
1
2

3
1

4
9

8
8

3
1

0

電
気

・
ガ

ス
・
水

道
業

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

情
報

通
信

業
5

0
0

2
2

3
3

1
1

0

運
輸

業
・郵

便
業

1
0

3
5

5
7

6
8

3
0

0

卸
売

業
・小

売
業

2
0

0
0

8
8

1
2

1
6

4
1

0

金
融

業
・保

険
業

3
0

1
2

2
2

3
1

0
0

不
動

産
業

・
物

品
賃

貸
業

1
1

0
0

0
0

0
0

0
0

学
術

研
究

、
専

門
・技

術
サ

ー
ビ

ス
業

3
0

0
2

0
3

2
0

0
0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
2

0
0

1
1

1
1

0
1

0

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
1

0
0

1
1

1
1

0
0

0

教
育

、
学

習
支

援
業

3
0

0
1

3
1

2
2

0
0

医
療

、
福

祉
3
2

5
0

7
1
7

1
8

2
7

4
0

0

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

1
1

0
2

3
6

2
8

3
0

0

上
記

以
外

の
業

種
2

1
1

0
1

0
1

0
1

0

全
体

表
７

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

取
組

み
状

況
　

（
複

数
回

答
）

【
Ⅱ

 
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
に

つ
い

て
】

 

32



1
2

3
4

知 っ て お り 実 際 に 取 り 組 ん で い

る
知 っ て い る が 取 り 組 ん で は い な

い
知 ら な い

無 回 答

5
4
1

1
65

27
2

9
9

5

常
用

労
働

者
数

1,
00

0
人

以
上

1
1

8
2

1
0

50
0
 ～

 9
9
9
人

2
9

16
8

4
1

30
0
～

4
99

人
4
0

18
1
7

5
0

10
0
～

2
99

人
2
1
1

70
10

2
3
7

2

50
～

99
人

2
0
2

43
11

3
4
5

1

50
人

未
満

4
8

10
3
0

7
1

業
種

製
造

業
2
1
6

60
11

3
4
1

2

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

1
0

1
0

0

建
設

業
4
0

12
2
4

2
2

電
気

・ガ
ス

・
水

道
業

3
0

2
1

0

情
報

通
信

業
1
7

5
7

5
0

運
輸

業
・郵

便
業

2
9

10
1
3

6
0

卸
売

業
・小

売
業

6
3

20
2
8

1
5

0

金
融

業
・保

険
業

9
3

5
1

0

不
動

産
業

・
物

品
賃

貸
業

3
1

1
1

0

学
術

研
究

、
専

門
・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

6
3

2
1

0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
1
1

2
4

5
0

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
6

1
5

0
0

教
育

、
学

習
支

援
業

1
3

3
9

1
0

医
療

、
福

祉
8
2

32
3
8

1
2

0

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

2
5

11
1
0

3
1

上
記

以
外

の
業

種
1
7

2
1
0

5
0

全
体

表
６

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

言
葉

の
認

知
状

況
 （

単
一

回
答

）

1
2

3
4

5
6

7
8

9

基 本 方 針 等 の 表 明 及 び 労 働 者 へ

の 周 知

労 使 へ の 意 識 啓 発 活 動

担 当 者 の 配 置 や 相 談 窓 口 の 設 置

等 の 体 制 整 備

休 暇 ・ 勤 務 制 度 等 の 制 度 整 備

関 係 者 か ら の 情 報 収 集 及 び 相 談

対 応
休 暇 ・ 勤 務 制 度 等 の 適 用

両 立 支 援 プ ラ ン や 職 場 復 帰 プ ラ

ン の 作 成 ・ 運 用

そ の 他

無 回 答

1
65

2
4

1
5

6
7

8
3

9
2

1
17

3
7

6
0

常
用

労
働

者
数

1
,0

0
0人

以
上

8
1

1
4

5
2

6
2

0
0

5
00

 ～
 9

9
9
人

1
6

1
2

7
1
0

9
1
3

7
0

0

3
00

～
4
99

人
1
8

2
1

8
7

1
0

1
3

6
1

0

1
00

～
2
99

人
7
0

1
0

8
2
9

3
3

4
1

4
7

1
4

4
0

5
0～

9
9
人

4
3

7
1

1
6

2
1

2
3

3
0

7
1

0

5
0人

未
満

1
0

3
2

3
7

7
8

1
0

0

業
種

製
造

業
6
0

1
1

5
3
1

2
6

3
5

3
7

1
6

1
0

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

建
設

業
1
2

3
1

4
9

8
8

3
1

0

電
気

・
ガ

ス
・
水

道
業

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

情
報

通
信

業
5

0
0

2
2

3
3

1
1

0

運
輸

業
・郵

便
業

1
0

3
5

5
7

6
8

3
0

0

卸
売

業
・小

売
業

2
0

0
0

8
8

1
2

1
6

4
1

0

金
融

業
・保

険
業

3
0

1
2

2
2

3
1

0
0

不
動

産
業

・
物

品
賃

貸
業

1
1

0
0

0
0

0
0

0
0

学
術

研
究

、
専

門
・技

術
サ

ー
ビ

ス
業

3
0

0
2

0
3

2
0

0
0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
2

0
0

1
1

1
1

0
1

0

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
1

0
0

1
1

1
1

0
0

0

教
育

、
学

習
支

援
業

3
0

0
1

3
1

2
2

0
0

医
療

、
福

祉
3
2

5
0

7
1
7

1
8

2
7

4
0

0

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

1
1

0
2

3
6

2
8

3
0

0

上
記

以
外

の
業

種
2

1
1

0
1

0
1

0
1

0

全
体

表
７

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

取
組

み
状

況
　

（
複

数
回

答
）

【
Ⅱ

 
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
に

つ
い

て
】

 

1
2

3
4

5
6

労 働 者 の 健 康 確 保

人 材 の 確 保 ・ 定 着

企 業 の 社 会 的 責 任

企 業 イ メ ー ジ の 向 上

メ リ ッ ト が な い 又 は 負 担 に 比 べ

て メ リ ッ ト が 小 さ い

無 回 答

1
6
5

1
3
6

1
4
0

1
0
7

3
9

0
0

常
用

労
働

者
数

1
,0

00
人

以
上

8
7

8
6

4
0

0

50
0
 ～

 9
99

人
1
6

1
4

1
4

1
1

6
0

0

30
0
～

4
99

人
1
8

1
6

1
4

1
3

5
0

0

10
0
～

2
99

人
7
0

6
0

6
2

4
6

1
6

0
0

50
～

99
人

4
3

3
1

3
6

2
5

6
0

0

50
人

未
満

1
0

8
6

6
2

0
0

業
種

製
造

業
6
0

5
3

5
4

3
9

1
6

0
0

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

0
0

0
0

0
0

0

建
設

業
1
2

8
9

9
3

0
0

電
気

・ガ
ス

・水
道

業
0

0
0

0
0

0
0

情
報

通
信

業
5

5
4

3
2

0
0

運
輸

業
・郵

便
業

1
0

8
6

4
2

0
0

卸
売

業
・小

売
業

2
0

1
7

1
5

1
5

3
0

0

金
融

業
・保

険
業

3
3

3
3

2
0

0

不
動

産
業

・
物

品
賃

貸
業

1
0

1
0

0
0

0

学
術

研
究

、
専

門
・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

3
2

3
3

0
0

0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
2

0
2

2
0

0
0

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
1

1
0

0
0

0
0

教
育

、
学

習
支

援
業

3
3

3
3

1
0

0

医
療

、
福

祉
3
2

2
7

3
0

1
9

9
0

0

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

1
1

7
8

5
1

0
0

上
記

以
外

の
業

種
2

2
2

2
0

0
0

表
８

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

メ
リ

ッ
ト

　
（1

～
4は

複
数

回
答

）

全
体

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

両 立 支 援 制 度 の 認 知 が 十 分 で は

な い

柔 軟 な 労 働 時 間 制 度 の 設 計 が 難

し い

休 職 期 間 中 の 給 与 保 障 が 難 し い

治 療 の た め の 休 み が 取 り や す い

体 制 確 保 が 難 し い

職 場 の 上 司 ・ 同 僚 へ の 説 明 ・ 指

導 が 難 し い

休 職 者 の 代 替 要 員 ・ 復 帰 部 署 の

人 員 確 保 が 難 し い

休 職 か ら 復 帰 後 の 仕 事 の 与 え

方 ・ 配 置 が 難 し い

病 状 、 後 遺 症 に 対 す る 配 慮 が 難

し い

身 体 が 不 自 由 な 場 合 の 職 場 環 境

整 備 が 難 し い

医 療 機 関 （ 主 治 医 ） と の 連 携 が

難 し い

産 業 医 と の 契 約 内 容 、 活 用 方 法

が 分 か ら な い

再 発 防 止 策 が 分 か ら な い

そ の 他

無 回 答

4
3
7

1
5
6

1
4
6

1
5
9

11
6

5
6

2
5
6

1
5
5

1
23

15
1

3
9

1
5

3
0

16
1
3

常
用

労
働

者
数

1,
0
00

人
以

上
1
0

4
7

3
4

2
7

8
5

2
2

0
1

0
0

50
0
 ～

 9
99

人
2
4

3
1
0

1
0

5
3

1
5

9
6

4
8

2
1

1
2

30
0
～

49
9
人

3
5

1
4

1
5

9
11

7
2
4

1
8

1
1

1
0

2
0

0
0

1

10
0
～

29
9
人

1
7
2

6
7

6
3

6
8

52
2
4

1
0
5

5
8

5
1

6
2

1
3

7
1
5

4
4

50
～

9
9人

1
5
6

5
0

3
8

5
5

34
1
6

8
3

5
2

3
8

5
9

9
2

1
0

8
6

50
人

未
満

4
0

1
8

1
3

1
4

10
4

2
2

1
0

1
2

1
4

5
4

3
3

0

業
種

製
造

業
1
7
3

6
1

5
8

6
3

38
2
7

8
2

6
8

6
0

6
8

8
1
7

1
4

10
8

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

1
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

建
設

業
3
6

1
6

1
2

1
0

10
2

1
9

8
7

9
1

2
2

1
2

電
気

・
ガ

ス
・
水

道
業

2
0

1
0

1
0

2
1

1
1

0
0

0
0

0

情
報

通
信

業
1
2

6
1

1
1

2
9

5
3

1
0

4
0

0
0

運
輸

業
・
郵

便
業

2
3

8
9

9
7

2
1
3

1
0

6
6

0
2

1
1

1

卸
売

業
・
小

売
業

4
8

1
6

1
3

2
3

15
4

3
2

1
2

1
0

1
9

1
7

1
1

0

金
融

業
・
保

険
業

8
3

3
3

2
1

4
2

3
2

0
1

0
0

0

不
動

産
業

・物
品

賃
貸

業
2

0
1

0
0

0
2

0
1

0
0

0
0

0
0

学
術

研
究

、
専

門
・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

5
1

0
1

1
0

3
1

1
1

0
0

2
0

0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
6

3
2

3
1

1
4

1
0

1
0

0
2

0
0

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
6

2
1

1
0

2
4

2
1

3
1

0
1

0
0

教
育

、
学

習
支

援
業

1
2

4
2

2
1

2
1
0

6
4

4
0

1
0

0
0

医
療

、
福

祉
7
0

2
4

3
2

3
0

27
1
0

5
1

2
7

1
5

2
0

0
1

5
3

2

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

2
1

7
7

8
9

1
1
3

7
7

9
2

4
2

0
0

上
記

以
外

の
業

種
1
2

4
4

5
3

2
8

5
4

7
2

0
0

0
0

表
９

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

取
組

み
上

の
問

題
　

（複
数

回
答

）

全
体

1
2

3
4

知 っ て お り 実 際 に 取 り 組 ん で い

る
知 っ て い る が 取 り 組 ん で は い な

い
知 ら な い

無 回 答

5
4
1

1
65

27
2

9
9

5

常
用

労
働

者
数

1,
00

0
人

以
上

1
1

8
2

1
0

50
0
 ～

 9
9
9
人

2
9

16
8

4
1

30
0
～

4
99

人
4
0

18
1
7

5
0

10
0
～

2
99

人
2
1
1

70
10

2
3
7

2

50
～

99
人

2
0
2

43
11

3
4
5

1

50
人

未
満

4
8

10
3
0

7
1

業
種

製
造

業
2
1
6

60
11

3
4
1

2

鉱
業

、
採

石
業

、
砂

利
採

取
業

1
0

1
0

0

建
設

業
4
0

12
2
4

2
2

電
気

・ガ
ス

・
水

道
業

3
0

2
1

0

情
報

通
信

業
1
7

5
7

5
0

運
輸

業
・郵

便
業

2
9

10
1
3

6
0

卸
売

業
・小

売
業

6
3

20
2
8

1
5

0

金
融

業
・保

険
業

9
3

5
1

0

不
動

産
業

・
物

品
賃

貸
業

3
1

1
1

0

学
術

研
究

、
専

門
・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

6
3

2
1

0

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
1
1

2
4

5
0

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
6

1
5

0
0

教
育

、
学

習
支

援
業

1
3

3
9

1
0

医
療

、
福

祉
8
2

32
3
8

1
2

0

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

2
5

11
1
0

3
1

上
記

以
外

の
業

種
1
7

2
1
0

5
0

全
体

表
６

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

言
葉

の
認

知
状

況
 （

単
一

回
答

）

1
2

3
4

5
6

7
8

9

基 本 方 針 等 の 表 明 及 び 労 働 者 へ

の 周 知

労 使 へ の 意 識 啓 発 活 動

担 当 者 の 配 置 や 相 談 窓 口 の 設 置

等 の 体 制 整 備

休 暇 ・ 勤 務 制 度 等 の 制 度 整 備

関 係 者 か ら の 情 報 収 集 及 び 相 談

対 応
休 暇 ・ 勤 務 制 度 等 の 適 用

両 立 支 援 プ ラ ン や 職 場 復 帰 プ ラ

ン の 作 成 ・ 運 用

そ の 他

無 回 答
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表
７

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

取
組

み
状

況
　

（
複

数
回

答
）

【
Ⅱ

 
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
に

つ
い

て
】

 

1
2

3
4

5
6

労 働 者 の 健 康 確 保

人 材 の 確 保 ・ 定 着

企 業 の 社 会 的 責 任

企 業 イ メ ー ジ の 向 上

メ リ ッ ト が な い 又 は 負 担 に 比 べ

て メ リ ッ ト が 小 さ い

無 回 答
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表
８

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

メ
リ

ッ
ト

　
（1

～
4は

複
数

回
答

）

全
体

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

両 立 支 援 制 度 の 認 知 が 十 分 で は

な い

柔 軟 な 労 働 時 間 制 度 の 設 計 が 難

し い

休 職 期 間 中 の 給 与 保 障 が 難 し い

治 療 の た め の 休 み が 取 り や す い

体 制 確 保 が 難 し い

職 場 の 上 司 ・ 同 僚 へ の 説 明 ・ 指

導 が 難 し い

休 職 者 の 代 替 要 員 ・ 復 帰 部 署 の

人 員 確 保 が 難 し い

休 職 か ら 復 帰 後 の 仕 事 の 与 え

方 ・ 配 置 が 難 し い

病 状 、 後 遺 症 に 対 す る 配 慮 が 難

し い

身 体 が 不 自 由 な 場 合 の 職 場 環 境

整 備 が 難 し い

医 療 機 関 （ 主 治 医 ） と の 連 携 が

難 し い

産 業 医 と の 契 約 内 容 、 活 用 方 法

が 分 か ら な い

再 発 防 止 策 が 分 か ら な い

そ の 他

無 回 答
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表
９

　
治

療
と

仕
事

の
両

立
支

援
の

取
組

み
上

の
問

題
　

（複
数

回
答

）

全
体
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1
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3
4

5
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産 業 保 健 総 合 支 援 セ ン タ ー

ハ ロ ー ワ ー ク

障 が い 者 職 業 セ ン タ ー

病 院 に 設 置 さ れ て い る 出 張 相 談

窓 口

そ の 他

全 て 知 ら な い

無 回 答
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